様式第４－２号（評価項目算定資料）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


　群馬県企業管理者　成田　正士　あて


住所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印
　
　　　　　簡易型総合評価落札方式（土木関係・建築・電気・管工事）における評価項目算定資料の提出について

　下記の工事について、次のとおり評価項目算定資料を提出します。

記

[bookmark: _Hlk149744544]１　工 事 名　東毛工業用水道　北ルート配水管路強靱化工事（第１期）

２　工事箇所　太田市小舞木町　外地内

３　評価項目算定資料
　(1) 評価項目算定資料一覧表（様式第５－２号）
  (2) 企業工事成績対象工事一覧（様式５－６号）
　(3) 企業施工実績評価資料（様式第６号）
(4) 優良工事の受賞確認資料（表彰状の写し）
(5) ＩＳＯの認証取得確認資料（登録証の写し）
　(6) 災害時等地域貢献実績評価資料（様式第７号）
(7) 災害時の基礎的事業継続計画策定確認資料（認定書の写し）
　(8) 地域活動実績評価資料（様式第８号）
　(9) 県内企業下請活用計画（様式第９号）
(10) 建設キャリアアップシステム活用申告書（様式第１４号）
　(11) 配置予定技術者工事成績対象工事（様式第１０号）
　(12) 配置予定技術者施工実績評価資料（様式第１１号）
　(13) 施工計画（様式第１２－２号、所有資格証明書の写し）


【連絡先】担当者　所属

氏名

電話番号

ＦＡＸ





様式第６号（評価項目算定資料）
企　業　施　工　実　績　評　価　資　料
　工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　
建設業許可番号：　　　　　　　　　　　　　
	工　

事　

概　

要　

等
	発注者名
	

	
	工 事 名
	

	
	工事箇所
	

	
	請負金額
	円（　　　　　　　　　円）

	
	工　　期
	　令和(平成)　　年　　月　　日　～　令和(平成)　　年　　月　　日

	
	受注形態
	

	
	


工事概要
	（記載例）
　・管推進工
　　　工事延長　　　　　　　　Ｌ＝○○○．○ｍ
　　　管推進工（φ○○○㎜）　Ｌ＝○○○．○ｍ（○スパン）
　　　マンホール設置工（φ○○○㎜）　○　箇所

	
	CORINS登録の有無
	・有（CORINS登録番号）　　　　　　　　・無


（注）
１　記載する同種工事の元請けとして施工した実績は、１件でよい。（ただし、標準型は７を参照）
２　当該評価項目について実績を有しない場合は、本書の提出を要しない。
３　請負金額の（　）は、共同企業体の場合の全体額を記入すること。
４　受注形態は、単体又は○○・□□ＪＶ（出資比率○○％）と記載すること。
５　工事概要は、評価基準に該当する工事であることが確認できるように記載すること。
６　当該工事の内容を証明する資料は、竣工時工事カルテについては、CORINS登録番号を記載し、その打ち出し帳票の添付は、要しない。それ以外のもの（契約書、図面等の写し）については写しを添付すること。　　　　　　　　　　　　　　　
７　標準型において、施工実績が複数ある場合は、本様式を複数作成、提出すること。



様式第７号（評価項目算定資料）
災 害 時 等 地 域 貢 献 実 績 評 価 資 料

　工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　


１．協定等の締結
	協定等の名称
	

	協定締結機関名
	○○土木事務所

	担当路河川名
	（一）○○○○線


・担当路河川名は、｢災害応急対策業務に関する細目協定｣等に基づく緊急配備表、緊急時作業分担表等で決められている場合、応急対策業務の担当する路線名又は河川名を記載する。なお協定、配備表等の写しの添付は不要である。
　・特に決められていない場合は、記載を要しない。
・記載は、１つの協定（１路河川。ただし、県との協定に限る。）又は契約（契約内容に緊急出動を含む管内一円業務又は除雪作業委託等。ただし、管内一円業務及び除雪作業委託は県発注に限る。）でよい。

２．緊急出動実績
	[bookmark: OLE_LINK1]種　　類
	・土砂除去　　・通行規制作業　　・倒木処理　　・除雪作業　　・その他

	路河川名等
	（一）□□□□線

	期　　間
	令和(平成)　　年　　月　　日　　～　　令和(平成)　　年　　月　　日　

	
内　　容
（具体的に）


	・台風○○号の大雨により、通行規制作業を行った。また、法面崩落による路面上の土砂Ｖ＝□□m3を除去した。
· 作業員　○○名
· 使用機械　　○○　○台
・路面上に倒れ、通行の支障となっていた倒木を処理した。
· 作業員　○○名
· 使用機械　　○○　○台
等を、記入する。


・入札日の属する年度の前年度から過去３年間及び当該年度においては評価項目算定資料提出日までの間に、災害時の応急対策等、地方自治体が管理する社会資本の維持管理(県外含む、国除き)に関し、緊急な出動の有無により評価する。ただし、管内一円業務及び除雪作業委託は県発注に限る。また、県外業者については、群馬県内の自治体に対しての緊急な出動に限る。
・記載は、１つの実績のみでよい。
・当該災害時地域貢献の内容を客観的に証明できるもの、契約書の写し等を添付すること。

※　当該評価項目について協定の締結が無く、実績を有しない場合は、本書の提出を要しない。







[bookmark: _Hlk65077215]様式第８号（評価項目算定資料）
地 域 活 動 実 績 評 価 資 料

　工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　

	
活動の種類
	



	活動の期間
	令和　　年　　月　　日　　～　　令和　　年　　月　　日　

	活動の場所
	

	




活動の内容
（具体的に）







	







（注）
１　地域活動については、会社として行っているものを対象とする。職制を離れ、個人として参加した活動は対象外とする。
なお、対象期間は入札日の属する年度の前年度及び当該年度においては入札公告日までの間とする。
２　記載は、１つの活動のみで良い。
３　当該評価項目について実績を有しない場合は、本書の提出を要しない。
４　当該地域活動の内容を客観的に証明できるもの、新聞の写し、写真等を添付すること。






様式第９号（評価項目算定資料）
県内企業下請活用計画（注　以下金額は全て「消費税・地方消費税込」）
	工事名
	

	商号又は名称
	

	①
	入札参加希望者の
県内・県外別
	県内企業　・　県外企業
※該当するものを○で囲うこと。
※JVの場合は、県内企業が含まれていれば県内企業を○で囲うこと。全て県外企業の場合は、県外企業を○で囲うこと。

	
	県内企業を選択した者は②を、県外企業を選択したものは③を記載すること

	②
	県内元請企業の
自社施工率
	B／A＝C
A：工事予定金額
B：自社施工見込金額（工事予定金額－下請契約見込の合計額）
C：県内元請企業の自社施工率
A：円
B：円
C：%
※Cが８０％以上のとき、評価点は０．７点となる。
※JVの場合は、Bを「自社施工見込金額×県内企業の出資率」として、算出すること。

	
	県内元請企業の自社施工率が８０％未満のものは③も記載すること

	③

	下請契約に占める
県内企業の活用率
	B／A＝C
A：下請契約見込の合計額
B：１件が１００万円以上の県内企業との下請契約の見込額
C：県内下請企業の活用率
A：円
B：円
C：%
※Cが８０％以上のとき、評価点は０．７点、８０％未満～５０％以上のとき評価点は０．４点、５０％未満のとき評価点は０点となる。


注１　落札契約後、この様式に記載した内容の変更により評価点が下がった場合、工事成績の採点において８点の減点となる。
注２　落札契約後、必ず施工状況報告書を提出すること。
注３　上記各A･B欄について提出までに算出困難な場合には各C欄の記入のみで可とする。







様式第１４号

建設キャリアアップシステム活用申告書

令和　　年　　月　　日

　群馬県企業管理者　成田　正士　あて

受　注　者
住　　　　　所
商号又は名称
代　表　者　名　　　　　　　　　　　　印

下 記 の と お り 申 告 し ま す 。

記

１　工　事　名　東毛工業用水道　北ルート配水管路強靱化工事（第１期）


２　工事箇所　太田市小舞木町　外地内


３　申告内容
（1） 上記工事の施工にあたり、建設キャリアアップシステムを活用します。


※　施工時における活用状況の確認方法（個人情報の記載があるものは提示のみ）
（１）事業者登録 ： 事業者登録証の写し等
（２）管理者ID（現場管理者）登録 ： 現場利用料の支出状況の写し等
（３）技能者の就業履歴の蓄積 ： 所属技能者就業履歴の就業履歴一覧の写し等
（４）カードリーダーの設置 : 状況写真
注１）対象事業者は、施工体系図に記載されている事業者(一人親方を除く)。
注２）対象技能者は、作業員名簿や新規入場者名簿等に記載されている技能者。
注３）活用の申告を行いながら、実績として活用が履行されなかった際には工事成績評定により減点とする。













様式第１１号（評価項目算定資料）
配 置 予 定 技 術 者 施 工 実 績 評 価 資 料
　工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　
建設業許可番号：　　　　　　　　　　　　　
	区分
	主任技術者
監理技術者
現場代理人
	氏名 (ふりがな)
	
	年齢
	歳 

	

	施

工

実

績
	発注者名
	

	
	工事名
	

	
	工事箇所
	

	
	請負金額
	

	
	工期
	令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

	
	従事役職
	

	
	工事概要
	

	
	C0RINS登録の有無
	・有（CORINS登録番号）　　　　　　　　・無

	

	申請時における他工事の従事状況等
	発注者名
	

	
	工事名
	

	
	工事箇所
	

	
	工期
	令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

	
	従事役職
	

	
	本工事と重複する

場合の対応措置
	

	
	C0RINS登録の有無
	・有（CORINS登録番号）　　　　　　　　・無


（注）
（共通）
１　本工事に監理(主任)技術者又は現場代理人として配置する予定の技術者（以下「技術者」という。）について作成すること。
また、技術者を１人に特定できない場合は、複数の者を配置予定技術者とすることができる。この場合、本書はすべての技術者数分作成すること。なお、各技術者とも入札参加資格要件等を満たさなければならない。
（工事経験について）
２　記載する同種工事の元請けとして施工した実績は、１件でよい。
３　工事概要は、評価基準に該当する工事であることが確認できるように記載すること。
４　会社間の異動等があった者については、現会社以外での実績も対象とする。また、工事経験を有する工事は、企業の施工実績評価資料（様式第６号）の工事と同一でなくてもよい。
５　当該工事の内容を証明する資料は、竣工時工事カルテについては、CORINS登録番号を記載し、その打ち出し帳票の添付は、要しない。それ以外のもの（契約書、図面等）については写しを添付すること。
（他工事の従事状況について）
６　本書の提出日現在における他工事の従事状況は、従事しているすべての工事について記入すること。複数ある場合は、本書を従事工事分作成すること。なお、標準型において施工実績が複数ある場合は、本様式を複数作成し提出すること。
様式第１２－２号（評価項目算定資料）
施工計画
	工事名
	
	会社名
	

	
	
	作成年月日
	

	工事箇所
	
	作成者氏名
	



○現場環境の把握









○施工上の留意点









○現場における創意工夫









○技術力向上における取組み
（以下に取得している資格を記載するとともに、証明書の写しを必ず添付すること）








　（注）１　Ａ４用紙１枚以内で、配置予定技術者本人が作成すること。（ワープロ作成等可）
２　複数の者を配置予定技術者とした場合、本書はすべての技術者数分作成すること。

